
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

何も生み出さなかった 10兆円 

－有価証券報告書をもちいた原発のコスト検証結果－ 
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概要 

 

 2011 年の東京電力福島第一原発事故以降、多くの原発が運転を停止している。その一方で、

維持費は電気料金として請求されている。そこで電力各社の有価証券報告書から、原子力発

電費を取り出し、発電に寄与していない原発のコストを検証した。 

 2011 年度から 2019 年度の原子力発電費は 15.37 兆円。うち、原発で発電した分を除く

と、10.44 兆円に上ることが分かった。電力消費者は、2011 年度から 2019 年の間、何も

生み出さなかった原子力の維持コストを 10兆円以上負担させられていたことになる。 

 原発が再稼働した電力会社の原発発電単価は事故前の 2倍に増加している。 

 再生可能エネルギー賦課金（FIT 賦課金）の 2012～2019 年度総額は 11.14 兆円であり、

まったく発電しなかった原発のコストはこれに匹敵する。 

 原発依存度低減のために、廃炉に関連する費用を託送料金に転嫁する「廃炉円滑化負担金」が

2020 年度から導入された。原発依存度を低減するために廃炉のコストを消費者転嫁するの

であれば、廃炉を推進するために少なくとも原発維持費の経過措置料金への原価算入は見直

すべきだ。 
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１． はじめに 

 東京電力福島第一原発事故とそれをうけた規制制度の強化に伴い、国内の原発が停止すること

となった。当時、経産省などから、原発の停止分を補うために火力の焚きましが必要となったとの

声があがった1。一方で、発電しようがしまいが原発を維持するために一定のコストが必要なはずだ

が、それはいったいどれほどなのかについては、これまで特に言及されてこなかった。 

そこで、今回、電力各社の有価証券報告書を用いて 2005～2019 年度の原発維持費を算出し

た。合わせて、有価証券報告書に基づく原発の発電単価も算出した。 

 

２． 分析手法 

電力各社と日本原電は有価証券報告書に電気事業営業費用明細表を掲載している。そこでは、

たとえば汽力発電費や原子力発電費といった項目別に、それぞれの営業費用が給与、厚生費、燃料

費、減価償却費といった形で費目別に記載されている（表 1）。東京電力福島第一原発事故後、

2013年に定められた新規制基準に伴う原発の追加的安全対策費は総額で 5兆円を超えるが、こ

れらは、いずれかの時点で固定資産に組み入れられ減価償却費として、この営業費用にも計上され

ている。 

                                                 
1 第四次エネルギー基本計画では「原子力発電の停止分の発電電力量を火力発電の焚き増しにより代替して いると推計す

ると、2013年度に海外に流出する輸入燃料費は、東日本大震災前並（2008年度～2010年度の平均）にベースロード電

源として原子力を利用した場合と比べ、約 3.6兆円増加すると試算」と示されている。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/140411.pdf 

表 1 電気事業営業費用明細表の例（2010 年度東京電力有価証券報告書から抜粋） 
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2004 年、電気事業連合会はモデルプラント方式に基づく、各電源の発電コスト試算を行ったが、

その参考として、有価証券報告書をもちいた各電源の発電コスト比較を行った2。そこでは、以下の

方法で有価証券報告書から電源別費用を割り出していた。 

 

（電源単価は）損益計算書の電源別費用を各々の電源別発電電力量で除したものであり、一

般管理費については各電源毎の損益計算書上の発電費用（直接費）のウェイト、財務費用に

ついては各電源毎の貸借対照表上の試算簿価のウェイトにより、各電源に配分することによ

り算定した。 

 

そこで、今回、2011 年度～2019 年度までの間、原子力発電費は実際にどれだけかかったのか

を、2004 年の電気事業連合会方式にもとづいて、9 電力および日本原電の有価証券報告書より

算出した。 

 

３． 分析結果 

上記の手法で分析した結果を表 2 にまとめた。2011 年度から 2019 年度までに 9 電力と日

本原電が費やした原子力発電費は 15.37 兆円だったことがわかった。また、原子力発電費の年度

別の総額は事故前およそ 2 兆円だったが、事故後は 1.7 兆円となっている。この多くは燃料費や

再処理費が減ったことによるものだ。言い換えると、原子力発電の維持には一定程度に費用が必要

だということも分かる。 

そこで表 2 から燃料費や再処理費、廃棄物処分費といった発電量に応じて発生する費用を除い

た表 3 を作成した3。2011～2019 年度までの 9 電力と日本原電の原発維持費用は 13.25 兆

                                                 
2 電気事業連合会, 2004, 「モデル試算による各電源の発電コスト比較」

https://www.fepc.or.jp/about_us/pr/sonota/__icsFiles/afieldfile/2008/09/04/04.pdf 
3 再処理費は積立単価、または拠出金単価に暦年の使用済み燃料発生量を乗じて算定、また廃棄物処分費のうち特定放射

性廃棄物最終処分費は拠出金単価に暦年の廃棄物量および過去分の量を乗じて算定されている。また、ここでは定期点検

などで発生する低レベル放射性廃棄物の処分費用も除いた。 

表 2 原子力発電費 （単位：百万円） 
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円だったことがわかる。また2005～2010年度の維持費平均が1.36兆円だったのにたいして、

2011～2019 年度は 1.47 兆円へと増加している。 

この間、新規制基準対応や裁判所による運転差し止め決定などにより多くの原発は発電するこ

とができなかった。そこで次に、表 2 から、1kWh も発電できなかったものだけを抽出して表 4 に

まとめた。2011年度から2019年度の間で、原子力でまったく発電しなかった電力会社の原子力

発電費の合計は 10.44 兆円に上ることがわかる。 

こうした費用は、自由化されて以降も総括原価方式に基づき小売原価に算入され4、電気料金と

して徴収されている。つまり、電力消費者は、2011 年から 2019 年の間、何も生み出さなかった

原子力の維持コストを 10兆円以上負担させられていたことになる。 

次に各社の原発発電電力量を表 5 に示した5。多くの原発が再稼働できず発電できない一方で、

                                                 
4 自由化後も旧一般電気事業者が大きなシェアを占めているため、経過措置が継続されている。 

電力・ガス取引監視等委員会, 2019, 「電気の経過措置料金に関する専門会合 とりまとめ」, 

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_keika/pdf/190424_report.pdf など。 
5 2015年度までは、電気事業連合会の電力統計情報に掲載された各社の原子力発電の供給力から自社発電所所内用の

電力使用量を差し引いたもの、2016年度以降は経済産業省とりまとめの電力調査統計の数字を用いた。2016年度に電

力調査統計が改訂されて以降、送電端の数値が掲載されているはずだが、発電していない電源についても 0となってい

る。本来所内分の電力使用量が差し引かれているべきだ。なお、日本原電のみは、電気事業連合会の統計には掲載されてい

ないため、2012～2015年度分も 0としている。 

表 4 原子力で発電しなかった電力会社の原子力発電費 （単位：百万円） 

表 3 原子力発電費（燃料費、再処理費、廃棄物処分費等を除く） （単位：百万円） 
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使用済み燃料の冷却などのために電気を必要としているため、多くの事業者が0またはマイナスと

なっている。日本全体の原発稼働率についても表 6に示す通り大きく低下している6。 

次に、表 2 にしめした原子力発電費と表 5 に示した原子力発電電力量に基づき、各年度の原発

の発電単価を算出した（表 7）。マイナス箇所は、発電電力量がマイナスになっていたためだ。現在原

子力で発電している関西電力、九州電力、四国電力（仮処分停止中）の 3社の発電単価は 2011年

以前と比べて、大きく上昇していることがわかる（2005～2010 年

度平均：関西 6.3 円/kWh、四国 6.9 円/kWh、九州 6.3 円/kWh、

2019年度：関西13.2円/kWh、四国13.2円/kWh、九州10.0円

/kWh）。 

今後発電単価が大きく下がることは期待できない。表 8 に示す通

り、2019 年の稼働率は 2005～2010 年度とそん色ない状況とな

っているため、これ以上発電量を大きく増やすことは期待できないた

めだ。 

                                                 
6 対象期間の原発発電量（送電端）合計を、未廃炉の原発が全て想定通り稼働できた場合の総発電量（送電端）で割った値 

表 5 原子力発電電力量 (MWh) 

表 6 日本全体の原発稼働率（加重平均）推移 （単位：％、基） 

表 7 電力各社の原子力発電単価 （単位：円/kWh） 

表 8 再稼働済み原発の 
稼働率（単位：％） 
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４． まとめと考察 

電力各社の有価証券報告書に基づき、原子力発電費を確認したところ、2011 年度から 2019

年の間に投じられた 10.44 兆円分はまったく発電に寄与しなかったことが分かった。この 10 兆

円は電気料金として電力消費者から徴収された。電力消費者はなんらのサービスも得なかったも

のに対して、料金を支払わされていたことになる。 

なお、電気代の上昇要因のひとつとして挙げられている再生可能エネルギーの固定価格買取制

度（FIT）だが、FIT 賦課金の 2012～2019年度総額は 11.14 兆円（表 9）であり、この間の原発

発電費総額と概ね同額程度である。FIT 賦課金は、太陽光や風力、小水力といった再生可能エネル

ギーが発電した結果、課されるものだが、発電していない原発の原発発電費は対価が存在しない。 

原発の発電単価は、2011 年以前に比べて 2 倍程度となった（2019 年度では、10～13.2 円

/kWh）。一方、太陽光発電（500kW以上の高圧・特別高圧連系案件）の 2019年度下期の落札結

果は10.99～13円/kWhだった7。2012年の太陽光発電（10kW以上）買取価格は40円/kWh

だった。現時点で原発と太陽光発電の単価は同等程度だが、この間、原発の発電単価は2倍になる

一方、太陽光発電の売電価格は4分の 1程度に低下した。しかも、原発の単価は未稼働期間のコス

トは含んでいない。含めた場合は、未稼働期間が長くなれば長くなるほど高くなる。今後、新規制基

準適合性審査に未申請の原発が再稼動しようとすれば追加的安全対策費が必要となる。その一方

で未稼働期間が長引くほど、発電できる総発電電力量は減り、原発の発電単価は増加していく。も

はや原発が安価な電源ではないことは明白な事実だ。 

原発を廃炉にしても、廃炉に費用が必要なため、維持費のすべてがなくなるわけではない。しか

し、なにも生み出さない原発が、総括原価方式に基づいて電力消費者にコストを転嫁している現状

はやはり異常だ8。今年度から廃炉円滑化負担金として、廃炉原発の未償却資産と廃炉積立金不足

分が託送料金から回収される。「原発依存度低減」9が国民的利益であるとして経営側から電力消費

者にコストを移転している。本来、原発新増設なしを決定した時点で、廃炉と脱原発に伴う新たな電

源構成が描かれるべきだった。しかし、現状は、実現不可能な電源構成（2030 年原発 20～22%）

の提示と、廃炉や原発維持コストの電力消費者全体への転嫁だけが行われている。「原発依存度低

減」が廃炉円滑化負担金の託送回収の理由なら、少なくとも、廃炉を促進するために原発維持費の

原価算入は見直されるべきだ。

                                                 
7 一般社団法人低炭素投資促進機構, 2020, 「太陽光第５回入札（令和元年度下期）の結果について」, https://nyusa

tsu.teitanso.or.jp/servlet/servlet.FileDownload?file=00P7F00000POYjY 
8 2016年の電力自由化以降も旧一般電気事業者の市場シェアが大きいため、経過措置料金として総括原価方式に基づく

料金規制が維持されている 
9 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会電力システム改革貫徹のための政策小委員会, 2017, 電力システム改革貫

徹のための政策小委員会中間とりまとめ, https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/kihon_seisaku/denr

yoku_kaikaku/pdf/20170209002_01.pdf 

表 9 再生可能エネルギー賦課金総額推移 （単位：兆円） 
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